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⚫ 経済産業省は、『「攻めの経営」を促す役員報酬－企業の持続的成長のためのインセンティブプ

ラン導入の手引－』を 2023 年 3 月 31 日に改訂した。 

⚫ 今般の改訂は、2022 年 7 月に改訂を行った「コーポレート・ガバナンス・システムに関する実

務指針」の内容を踏まえ、従業員に自社株報酬を付与する場合の Q＆A の追加を中心として行

われている。 

⚫ 主な改訂部分としては、従業員に対する株式報酬の付与にかかる論点等について Q78～Q83 が

新設された。主要なものとして、労働基準法における賃金通貨払いの原則にかかる論点（Q80）

では、一定の要件を満たすことで賃金通貨払いの原則に抵触しないと考えられること、金融商品

取引法における届出前勧誘にかかる論点（Q82）では、従業員に株式報酬の説明を行う際、届出

前勧誘に該当する可能性などについて例示を用いて言及されるなど、一定の整理がなされてい

る。 

⚫ また、社会保険料の算定の対象になるかどうかについて（Q13）、退職したことに起因して退職

時に支払われることとなる株式報酬は報酬等（報酬および賞与）に該当せず、算定の対象になら

ないということが明記された。 

⚫ 従業員に関するテーマは各方面で議論が加速している。従業員に対する株式報酬は欧米のグロ

ーバル企業では一般的となっており、日本企業においても、全従業員を対象とする事例なども出

てきていることから、今般の手引改訂がこういった取組みの後押しとなることが期待される。 
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